
高知県職員の退職管理に関する取扱要綱
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　（趣旨）

第１条　この要綱は、行政における経験、知見等を有する高知県を退職した職員及び定年等により退職を予定している職員（以下「退職者等」という。）の県内事業者等からの人材ニーズに対応し、県勢の発展に寄与するとともに、退職者等の再就職までのプロセスを明確化することで手続の透明性を確保するため、地方公務員法（昭和25年法律第261号）第38条の６第1項の規定等に基づき、必要な事項を定めるものとする。

（適用範囲）

第２条　この要綱で職員とは、次に掲げる部局等に所属する職員又は在職していた職員をいう。

(1) 知事部局（労働委員会事務局及び収用委員会事務局を含む。）
(2) 議会事務局

(3) 公営企業局
(4) 教育委員会事務局（教育公務員特例法の適用を受ける者（教育公務員特例法施行令

第９条第２項の規定により準用される者を含む。）及び学校事務職員を除く。）

(5) 県立学校（知事部局からの交流職員に限る。）

(6) 監査委員事務局 

(7) 人事委員会事務局
(8) 高知海区漁業調整委員会事務局
　（高知県退職職員等人材活用センター（無料職業紹介所）の設置等）

第３条　行政における経験、知見等を有する退職者等が、県を退職後に多様な分野で活躍することができるよう、退職者等を採用する意向のある営利企業等（地方公務員法第38条の２第１項の営利企業等をいう。以下同じ。）その他の団体からの求めに応じ、再就職を希望する退職者等の人材情報を提供するため、高知県退職職員等人材活用センター（無料職業紹介所）（以下「センター」という。）を設置する。
２　センターにセンター長を置き、副知事をもって充てる。ただし、副知事に事故があるとき又は副知事が欠けたときは、副知事があらかじめ指名した者がその職務を代理する。
３　センターの事務は、総務部人事課職員及びセンター長があらかじめ指名した職員が処理する。
　（人材情報の登録対象者）

第４条　センターへ人材情報を登録することができる者は、当該年度に退職を予定している職員であってセンターからの情報提供により再就職を希望する者のうち、次の各号のいずれかに該当する者とする。また、管理職員に対しては、退職管理の適正を確保する観点から健康上の理由等特段の事情がない限り、登録を求めるものとする。 
  (1) 定年等により退職が予定されている職員

 (2) 職員の退職手当に関する条例（昭和28年高知県条例第59号）に定める勧奨に該当する職員
２　前項各号に掲げる者のほか、高知県を退職した職員のうち、退職後における事情の変更等により再就職を希望する者であって、登録時点における年齢が原則65歳に達していない者もセンターへ登録することができる。

　（登録の方法及び時期）

第５条　センターへの登録を希望する者は、人材情報登録申込書（別記第１号様式）に必要事項を記入し、高知県を退職した職員及び知事部局の職員にあっては人事課に、その他の部局にあっては人事主管課（以下「他部局人事主管課」という。）を通じて、センターに人材情報登録申込書を提出しなければならない。

２　定年退職以外の退職予定者の登録については、退職予定が承認された後に、人材情報登録申込書を提出しなければならない。

３　センターは、当該登録を希望する者が第４条に規定する要件を満たすと認めるときにこれを登録する。

４　センターに登録された者（以下「人材情報登録者」という。）の人材情報の有効期限は、登録された日から当該登録された日の属する年度の末日までとする。
５　センターは、次の各号のいずれかに該当するときは、当該人材情報登録者の人材情報を抹消することができる。
(1) 人材情報登録者の再就職が内定したとき。
(2) 人材情報登録者が、センターから提供された人材情報提供依頼に関する情報をこの要綱に規定する目的以外の目的に利用する等登録を継続することが適当でないとセンター長が認めるとき。 
（人材情報の提供を依頼する団体）
第６条　センターに人材情報の提供を依頼することができる者は、県が出資している団体、公益法人等で公益性等を有し、その業務の全部又は一部が県の事務事業と密接に関連し、県行政と関係がある団体（以下「外郭団体等」という。）又は外郭団体等を除く営利企業等その他の団体（以下「営利団体等」という。）であって、退職者等を採用する意向のある団体とし、法人格の有無、形態、規模及び業務内容は問わないものとする。

（外郭団体等への人材情報の提供）
第７条　退職者等の人材情報の提供を求める外郭団体等は、退職者等に関する推薦依頼書（別記第２号様式）をセンターに提出しなければならない。

２　センターは、外郭団体等から推薦依頼書を受け付けたときは、退職者等の知識・経験が当該団体の業務の推進に資するものと認められる場合に限り、当該依頼に基づき、退職者等の中から適任者を推薦するものとし、推薦に際しては、あらかじめ当該退職者等の承諾を得るものとする。 
３　前項の規定により推薦を受けた外郭団体等は、選考の結果をセンターに通知しなければならない。
４　センターに登録された推薦依頼書の有効期限は、登録された日から当該登録された日の属する年度の末日までとする。
５　センターは、次の各号のいずれかに該当するときは、外郭団体等から提出された推薦依頼書を抹消することができる。
(1)当該外郭団体等が第１項の規定に基づきセンターに対して推薦依頼を行った人材について、採用が内定したとき。
(2) 当該外郭団体等がセンターから提供された人材情報をこの要綱に規定する目的以外の目的に利用する等、登録を継続することが適当でないとセンター長が認めるとき。 
（営利団体等への人材情報の提供）

第８条　退職者等の人材情報の提供を求める営利団体等は、退職者等に関する情報提供依頼書（別記第３号様式）をセンターに提出しなければならない。

２　センターは、前項の規定により退職者等に関する情報提供依頼書を受け付けたときは、当該団体の事業内容が適当であると認められ、かつ、当該退職者等が担当することとなる業務が、在職中に培った専門的能力を活用する場として相応しいものであると認められる場合に限り、情報の提供を行うことができる。

３　営利団体等は、提供された人材情報により、選考を行おうとする場合又は行わない場合は、その旨をセンターに通知しなければならない。
４　センターは、前項の規定により営利団体等から選考を行う旨の通知があったときは、当該人材情報登録者に対して、営利団体等から提出された人材情報提供依頼書を提供するものとする。
５　センターは、前項の人材情報登録者が選考に応じることを承諾したときは、当該営利団体等に対しその旨を通知するものとする。
６　前項の規定による通知を受けた営利団体等は、面接等による選考により採否を決定し、その結果をセンターに通知しなければならない。
７　センターは、第３項の規定により営利団体等から選考を行わない旨の通知があった場合、第５項の規定により人材情報提供依頼書を提供した人材情報登録者が選考に応じない場合又は前項の規定により営利団体等が当該人材情報登録者を採用しないことを決定した場合であって、当該営利団体等が他の人材情報登録者の選考を希望するときは、改めて前各項に規定する手続を行うものとする。 
８　センターに登録された情報提供依頼書の有効期限は、登録された日から当該登録された日の属する年度の末日までとする。
９　センターは、次の各号のいずれかに該当するときは、営利団体等から提出された情報

提供依頼書を抹消することができる。
(1) 当該営利団体等が第１項に基づきセンターに対して情報提供依頼を行った人材について、採用が内定したとき。
(2) 当該営利団体等がセンターから提供された人材情報をこの要綱に規定する目的以外の目的に利用する等登録を継続することが適当でないとセンター長が認めるとき。 
（再就職内定の報告）

第９条　センターに登録している退職者等は、再就職が内定した場合は、再就職内定報告書（別記第４号様式）によりセンターへ報告しなければならない。

（再就職状況の公表）

第10条　センターに登録している退職者等のうち退職後２年を経過していない者が、第７条又は第８条の規定による情報提供の結果、再就職した場合は、その状況をとりまとめて、毎年８月末までに公表しなければならない。

（適用除外）

第11条　退職者等のうちセンターへの登録を希望しない者については、再就職の支援を行わないものとする。なお、センターに登録した退職者等が個人の就職活動により再就職することを妨げるものではない。

附　則

この要綱は、平成29年10月27日から施行する。

附　則

この要綱は、令和３年９月27日から施行する。
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